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 Ⅳ 特別調査事項    

「金融円滑化法失効（平成２５年３月末）以降の取引先金融機関の貸出姿勢」及び    

「雇用者数の動向と過不足感」について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 「金融円滑化法失効以降の取引先金融機関の貸出姿勢」について 

（１）金融円滑化法失効以降の取引先金融機関の貸出姿勢 

    「厳しくなった」６.５％  「ほとんど変わらない」８８.５％  「緩やかになった」５.０％     

（２）貸出姿勢が厳しくなった点（複数回答）【(1)で「厳しくなった」と回答した企業】 

       「新規貸出の拒否」 ４６.７％     「担保・保証条件の厳格化」   ３３.７％ 

      「金利引き上げ」  ３３.７％     「融資申込額の減額」      ２７.２％ 

       「審査期間の長期化」２１.７％    「条件変更の拒否」       １８.５％ 

    「繰上返済の要求」  ９.８％    「その他」             ６.５％ 

２ 雇用者数の動向と過不足感について 

（１）雇用者数の動向（前年同期比） 

    「増加」１３.７％       「ほぼ増減なし」７０.８％  「減少」１５.５％ 

（２）今の雇用者数の過不足感 

    「過剰」１０.７％       「適正」７０.０％       「不足」１９.３％ 

（３）今後の雇用者数の見込み 

      「増加見込み」１４.０％   「ほぼ増減なし」７５.７％   「減少見込み」１０.３％ 

（４）従業員に不足が生じた場合の対応 

      「パート・アルバイトを採用」４５.３％   「正社員を採用」３９.１％  「派遣・請負で

対応」１３.３％  「自社の定年退職期の従業員で対応」１１.８％  「契約社員・嘱託

を採用」１０.７％  「その他」２.７％  「対応しない」９.４％ 

 ※ 本文中の数値については、グラフのほか、アンケート調査集計表（Ｐ３１以降）を参照して下さい。

１ 「金融円滑化法失効（平成２５年３月末）以降の取引先金融機関の貸出姿勢」について 

 ○ 「厳しくなった」が６.５％、「緩やかになった」が５.０％で、「ほとんど変わらない」

が８８.５％と９割近くを占めた。 
 

 ○ 貸出姿勢が「厳しくなった」と回答した企業（６.５％）に、その点を聞いたところ、

「新規貸出の拒否」が４６.７％と最も多く、次いで「担保・保証条件の厳格化」及び

「金利引き上げ」がともに３３.７％といった順であった。 

 

２ 「雇用者数の動向と過不足感」について 

 ○ 前年同期と比較した雇用者数の動向は、「ほぼ増減なし」が７０.８％と最も多く、  

  「増加」が１３.７％、「減少」が１５.５％となり、前年の調査と比較して「減少」が

４.５ポイント減少した。 
 

 ○ 今の雇用者数の過不足感は、「適正」が７割を占めているが、「不足」は１９.３％と

前年比４.０ポイント増加しており、不足感が広がっている。 
 

 ○ 今後の雇用者数の見込みは、「増加見込み」が１４.０％、「減少見込み」が 

１０.３％で、２年連続「増加見込み」が「減少見込み」を上回った。 
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１ 「金融円滑化法の失効(平成２５年３月末)以降の取引先金融機関の貸出姿勢」について  

（１）４月以降の取引先金融機関の貸出姿勢  （集計表Ｐ４６参照） 

全体では、８８.５％の企業が「ほとんど変わらない」と回答するなかで、「厳しくなった」と回

答した企業は６.５％となった。一方で、「緩やかになった」と回答する企業も５.０％あった。 

「厳しくなった」とする企業の割合は、製造業では６.４％、非製造業では６.６％、「緩やかに

なった」とする企業の割合は、製造業では４.９％、非製造業では 5.1％で、製造業・非製造業でほ

とんど差異がなかった。 
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「厳しくなった」とする企業の割合を業種別にみると、製造業では「家具・装備品」  

（１８.０％）、「金属製品」（８.６％）、「食料品」（８.５％）の順で、「輸送用機械器具」で

は「厳しくなった」と回答した企業はなかった。非製造業では「飲食店」（１６.７％）、「不動産

業」（１５.１％）、「情報サービス業」（８.８％）の順となった。 
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取引先金融機関の貸出姿勢の変化（業種別） 
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（２）貸出姿勢が厳しくなった点【複数回答】 （集計表Ｐ４７参照） 

  （１）で、貸出姿勢が「厳しくなった」と回答した企業に、その点を聞いたところ、全体では、

「新規貸出の拒否」（４６.７％）が最も多く、次いで「担保・保証条件の厳格化」および「金利引

き上げ」（３３.７％）、「融資申込額の減額」（２７.２％）の順であった。   
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業種別にみると、製造業では「新規貸出の拒否」が５０.０％で最も多く、次いで「担保・保証

条件の厳格化」（４２.１％）、「金利引き上げ」および「融資申込額の減額」（２８.９％）の順

となった。                                            

 一方、非製造業でも「新規貸出の拒否」が４４.４％で最も多く、次いで「金利引き上げ」     

（３７.０％）、「担保・保証条件の厳格化」（２７.８％）の順となった。    
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貸出態度の厳しくなった点（全体）【複数回答】 

貸出姿勢の厳しくなった点（製造業）【複数回答】 貸出姿勢の厳しくなった点（非製造業）【複数回答】 
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２ 「雇用者数の動向と過不足感」について 

 

（１）雇用者数の動向【前年同期比】 （集計表Ｐ４８参照） 

 

全体では、「ほぼ増減なし」が７０.８％と最も多く、「増加」が１３.７％、「減少」が 

１５.５％で、「減少」が「増加」を上回っている。 

前年の調査結果と比べると、「増加」が０.２ポイント、「減少」が４.５ポイント、それぞれ

減少した。 

   業種別にみると、製造業は、「増加」が「減少」をわずかながら上回った。 

内訳（P４８参照）をみると、「増加」した企業の割合が高かった業種は、製造業では「輸

送用機械器具」（２５.９％）、「食料品」（２４.２％）、「鉄鋼業・非鉄金属」 

（２１.３％）の順となっている。非製造業では「不動産業」（１６.１％）、「情報サービ

ス業」（１４.５％）、「サービス業」（１４.４％）の順となっている。 

一方、「減少」した企業の割合が高かった業種は、製造業では「電気機械器具」 

（２５.０％）、「食料品」（２２.６％）、「一般機械器具」（２１.２％）の順となってい

る。非製造業では、「運輸業」（２３.２％）、「情報サービス業」（１９.４％）、「飲食

店」（１８.４％）の順となっている。 
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 （２）今の雇用者数の過不足感 （集計表Ｐ４９参照） 
 
   「適正」が７０.０％で４年連続７割以上となった。「過剰」は１０.７％と前年比０.６ポ

イント減少した一方、「不足」は１９.３％で４.０ポイント増加し、不足感が広がっている。 
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業種別にみると、製造業、非製造業ともに「適正」が最も高い割合を占める中、製造業では「過

剰」が「不足」を上回り、非製造業では「不足」が「過剰」を上回った。特に非製造業では「不

足」が２３.４％と、前年比７.０ポイント近く増加している。 

過剰感の高い業種は「鉄鋼業・非鉄金属」（２３.３％）、「パルプ・紙・紙加工品」 

（１９.４％）、不足感の高い業種は「運輸業」（４２.１％）、「飲食店」（３４.７％）と

なっている。 

なお、「不足」が「過剰」を上回った業種は、製造業では１１業種中２業種（食料品、一般機

械器具）のみであったが、非製造業では全業種上回っている。 
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今の雇用者数の過不足感＜全体＞ 

今の雇用者数の過不足感＜製造業＞ 今の雇用者数の過不足感＜非製造業＞ 
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 （３）今後の雇用者数見込み （集計表Ｐ５０参照） 
 

全体では、「ほぼ増減なし」が７割を超える中、「増加見込み」が１４.０％、「減少見込み」

が１０.３％で、２年連続「増加見込み」が「減少見込み」を上回った。 
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業種別にみると、製造業、非製造業ともに昨年と同様、「増加見込み」が「減少見込み」を上

回った。 

「増加見込み」の割合が高い業種は、「食料品」（２３.０％）、「情報サービス業」 

（２２.６％）、「飲食店」（２０.８％）となっており、「減少見込み」の割合が高い業種は、

「運輸業」（１６.４％）、「家具・装備品」（１４.０％）となっている。 
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今後の雇用者数見込み＜全体＞ 

今後の雇用者数見込み＜製造業＞ 今後の雇用者数見込み＜非製造業＞ 
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 （４） 従業員に不足が生じた場合の対応  （集計表Ｐ５１参照） 
 

従業員に不足が生じた場合の対応は、「パート・アルバイトを採用」が４５.３%で最も多く、

次いで「正社員を採用」が３９.１％となっている。 

一昨年の調査結果と比較すると、「正社員を採用」が２.５ポイント増加した一方、「自社の

定年退職期の従業員で対応」が４.０ポイント減少した。 
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11.8%

13.3%

39.1%

45.3%

10.2%

1.8%

10.0%

15.8%

13.6%

36.6%

44.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

対応しない

その他

契約社員・

嘱託を採用

自社の定年退職期

の従業員で対応

派遣・請負で対応

正社員を採用

パート・アルバイト

を採用

H23年6月

H25年6月

 

 

業種別にみると、「パート・アルバイトを採用」が製造業、非製造業ともに最も多くなってい

るが、一昨年調査と比べると、製造業は４.０ポイント増加、非製造業は０.９ポイント減少とな

っている。 

また「正社員を採用」は、製造業、非製造業ともに増加した一方、「自社の定年退職期の従業

員で対応」は、ともに減少しており、製造業では７.２ポイントの減となっている。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

                【複数回答】 

6.7%

2.6%

11.4%

14.2%

14.3%

44.0%

48.1%

6.7%

2.1%

9.8%

13.6%

21.5%

42.5%

44.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

対応しない

その他

契約社員・

嘱託を採用

派遣・請負で対応

自社の定年退職期

の従業員で対応

正社員を採用

パート・アルバイト

を採用

H23.6

H25.6

 

                【複数回答】 

11.3%

2.8%

10.0%

10.2%

12.8%

35.5%

43.3%

12.6%

1.6%

11.7%

10.1%

13.5%

32.4%

44.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

対応しない

その他

自社の定年退職期

の従業員で対応

契約社員・

嘱託を採用

派遣・請負で対応

正社員を採用

パート・アルバイト

を採用

H23.6

H25.6

 

  

従業員に不足が生じた場合の対応＜全体＞【複数回答】 

不足が生じた場合に対応＜製造業＞ 不足が生じた場合に対応＜非製造業＞ 


